
断食月明け大祭（レバラン）期の帰省禁止措置（国内移動の規制強化：運輸大臣令） 

 

令和３年４月２８日（総２１第５０号） 

在デンパサール日本国総領事館 

 

●インドネシア運輸省は、政府対策ユニットによる帰省禁止措置を受け、５月６日から１

７日まで、一部の例外を除き、国内の帰省目的での交通手段の運行及び利用を禁止する運

輸大臣令を公布しました。 

●インドネシア政府は、この期間を含め、４月２２日から５月２４日までの間、外国人の

インドネシア出入国については変更ないと説明しており、必要とされる入国要件にも変更

はないと考えられます。 

 当館注：管轄の３州対策タスクフォース及びガルーダ航空によれば、外国人がスカルノ・

ハッタ空港で乗り継ぎ、本国に帰国する場合、帰省禁止措置の例外に当たる目的で移動す

る旨を説明するレターは不要とのことです。 

 

１．インドネシア運輸省は、４月１２日付け運輸大臣令（２０２１年第１３号）を公布し、

断食月明け大祭（レバラン）期の交通手段の規制を発表しました。同大臣令により、５月

６日から１７日まで、一部の例外を除き、国内の帰省目的での陸上、鉄道、海上、航空の

各交通手段の運行及び利用が禁止されます。これは、新型コロナウイルス対策ユニット通

達第１３号を受けたものです（４月２３日付け当館お知らせ（ https://www.denpasar.id.emb-

japan.go.jp/files/100180671.pdf ）を参照）。特段追加的な規制内容はありません。 

 

２．同大臣令の概要は以下のとおりです。 

（１）禁止期間 

 ５月６日から１７日まで。 

（２）措置の内容 

ア 帰省目的の陸上、鉄道、海上、航空の各交通手段の運行及び利用を禁止する。 

イ 公共交通車両（バス、タクシー等）や自家用車（乗用車、二輪車等）の陸上交通手段の

運行・利用の禁止措置 

・以下の目的での移動は適用外となる。 

  i 閣僚車両 

  ii 公務員・国軍・警察の公用車 

  iii 有料道路職員の公用車 

  iv 緊急車両 

  v 乗客を乗せない運搬車 

  vi 医薬品・衛生機器運搬車 

  vii 出勤・出張、病気家族の訪問、死亡家族の弔問、妊婦及びその家族で付添い１名、出

産目的及びその付添い２名まで、緊急の医療サービス、村長／区長からの説明レターを有

するその他帰省以外の目的での特定の移動 

  viii 海外からのインドネシア人帰国者、政府による特別の理由を有する者を迎える車両 
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  ix その他交通当局の判断に基づく運行 

・対策ユニットが定める同一都市圏（メダン都市圏、ジャカルタ都市圏、バンドン都市圏、

スマラン都市圏、ジョグジャカルタ都市圏、ソロ都市圏、スラバヤ都市圏及びマカッサル

都市圏）内にある陸上交通手段は適用外。 

・同一都市圏内の陸路交通手段の利用及び運行の規制は、陸運総局長、地方交通局長、州

知事、県知事／市長が運行人数の制限等を考慮して策定する。 

・陸上交通手段に対する規制のうち、車両については、警察が国軍、陸運総局、交通局と

連携して監督し、交通アクセスの要所、旅客ターミナル等に設置する検問所で実施する。 

イ 鉄道による移動 

・運行会社は、帰省禁止期間中の移動のための乗車券を購入した乗客に現金で全額を返金

する。返金は乗客から返金要請が提出されてから７日以内に行われなければならない。 

・鉄道の運行及び利用禁止措置は、都市間鉄道及び都市内鉄道が対象となるが、以下の目

的での都市間鉄道の利用は、禁止措置の適用外となる。都市内鉄道についての禁止措置は、

運行本数及び運行時間に対する制限の形で実施する。 

  i 規則に基づく必要な物資の運搬 

  ii 出勤・出張、病気家族の訪問、死亡家族の弔問、妊婦及びその家族で付添い１名、村

長／区長からの説明レターを有するその他帰省以外の目的での特定の移動 

  iii その他、鉄道総局長の許可に基づく運行 

ウ 飛行機による移動 

・航空交通手段の運行及び利用禁止措置は、全ての商業及び非商業航空交通手段が対象と

なるが、以下の目的での人の移動は、航空交通手段に対する帰省禁止の適用外となる。 

  i 閣僚及び国賓 

  ii インドネシアに所在する外国政府代表及び国際機関代表 

  iii 法執行、緊急サービスに係る運行 

  iv 貨物運搬 

  v 遠隔地における運行 

  vi 帰省以外の目的の急を要する目的での、出勤・出張、病気家族の訪問、死亡家族の弔

問、妊婦及びその家族で付添い１名、村長／区長からの説明レターを有するその他帰省以

外の目的での特定の移動 

  vii 航空総局長の許可に基づくその他の運行 

  viii その他、対策ユニットが定める航空交通手段 

 

３．本大臣令では、出入域許可証（ＳＩＫＭ）についての規定がありませんが、上記２（２）

イのとおり、同一都市圏内での移動は禁じられていません。ＳＩＫＭについては、４月２

３日付け当館お知らせ（ https://www.denpasar.id.emb-japan.go.jp/files/100180671.pdf ）のとお

り、新型コロナウイルス対策ユニットの通達上は、ジャカルタ首都圏外の住民がジャカル

タ首都圏に出入りする場合に必要とされています。在インドネシア日本国大使館から当局

に確認したところ、この期間中は、ジャカルタ首都圏の出入りを伴わない移動であっても、

帰省禁止措置の例外に当たる目的で移動することを説明したレターを携行する方が安全と

の説明がありました。この期間中に、民間企業従業員が出張等の用務で当館管轄地域から
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ジャカルタ首都圏に移動を行う際には、ＳＩＫＭや同趣旨のレターを携行することをお勧

めします。ＳＩＫＭの指定フォーマットは確認されていません。 

 

４．本大臣令では、外国人の外国への出国のための移動についての規定はありませんが、

インドネシア政府は、別途の説明により、この期間を含め、４月２２日から５月２４日ま

での間、外国人のインドネシア出入国については、これまでの措置から変更ないとしてお

り、必要とされる入国の要件にも変更はないと考えられます。なお、ジャカルタ首都圏と

スカルノ・ハッタ国際空港間の移動に制限はありませんが、それ以外の地域とスカルノ・

ハッタ国際空港間を移動する場合、国内移動の制限措置が適用されると思われますので、

日本への一時帰国等移動目的を示したレターを携帯されることをお勧めします（４月２２

日から５月５日まで、及び５月１８日から２４日までの期間の追加措置については、４月

２３日付け当館お知らせ（ https://www.denpasar.id.emb-japan.go.jp/files/100180671.pdf ）を参

照）。 

 当館注：管轄の３州対策ユニットによれば、外国人がスカルノ・ハッタ空港で乗り継ぎ、

本国に帰国する場合、帰省禁止措置の例外に当たる目的で移動する旨を説明するレターは

不要とのことです。 

 

５．ご利用の公共交通機関や目的地の地方政府によっては、中央政府の法令や通達とは異

なる規制の運用を行っている場合があります。実際の運用状況を事前にご利用の公共交通

機関等に確認してください。 

 

６．インドネシアにおける新型コロナウイルス対策のための措置は、突然変更される可能 

性があり、また、運用においても混乱することが予想されますので、在留邦人の皆様にお 

かれては、不測のトラブルを避けるためにも、当該期間中の移動はなるべく控え、移動を 

せざるを得ない場合には、要件を確認の上、万一に備えてレターを携行するのも一案です。 
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